
議 案 第 ６ ３ 号

専 決 処 分 し た 事 件 の 承 認 に つ い て

亀 山 市 税 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て 、 地 方 自 治法第１７９条第１項

の規定 により 別紙 のとお り専 決処 分 したの で、 同 条 第 ３ 項 の 規 定 に

よ り 報 告 し 、 承 認 を 求 め る 。

        令 和 ３ 年 ６ 月 ４ 日 提 出

              亀 山 市 長   櫻 井 義 之

別 紙

専 決 処 分 書



専 決 第 ５ 号

  専 決 処 分 書

亀 山 市 税 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て 、 地 方 自 治 法 第 １ ７ ９ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 別 紙 の と お り 専 決 処 分 す る 。

令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 専 決

              亀 山 市 長   櫻 井 義 之

別 紙

亀 山 市 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例



亀 山 市 条 例 第 １ １ 号

亀 山 市 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

亀 山 市 税 条 例 （ 平 成 １ ７ 年 亀 山 市 条 例 第 ５ ０ 号 ） の 一 部 を 次 の よ

う に 改 正 す る 。

第 ２ ７ 条 の ２ 第 ４ 項 中 「 所 得 税 法 第 １ ９ ８ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 納

税 地 の 所 轄 税 務 署 長 の 承 認 を 受 け て い る 」 を 「 令 第 ４ ８ 条 の ９ の ７

の ２ に お い て 準 用 す る 令 第 ８ 条 の ２ の ２ に 規 定 す る 要 件 を 満 た す 」

に 改 め 、 「 次 条 第 ４ 項 」 の 次 に 「 及 び 第 ５ ５ 条 第 ３ 項 」 を 加 え る 。

第 ２ ７ 条 の ３ 第 ４ 項 中 「 所 得 税 法 第 ２ ０ ３ 条 の ６ 第 ６ 項 に 規 定 す

る 納 税 地 の 所 轄 税 務 署 長 の 承 認 を 受 け て い る 」 を 「 令 第 ４ ８ 条 の ９

の ７ の ３ に お い て 準 用 す る 令 第 ８ 条 の ２ の ２ に 規 定 す る 要 件 を 満 た

す 」 に 改 め る 。

第 ５ ４ 条 第 １ 項 第 １ 号 中 「 次 条 第 ２ 項 及 び 」 の 次 に 「 第 ３ 項 並 び

に 」 を 加 え る 。

第 ５ ５ 条 に 次 の ２ 項 を 加 え る 。

３ 第 １ 項 の 退 職 手 当 等 の 支 払 を 受 け る 者 は 、 退 職 所 得 申 告 書 の 提

出の際に経由すべき退職手当等の支払をする者が令第４８条の１８

に お い て 準 用 す る 令 第 ８ 条 の ２ の ２ に 規 定 す る 要 件 を 満 た す 場 合

に は 、 施 行 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 退 職 所 得 申 告 書 の 提

出 に 代 え て 、 当 該 退 職 手 当 等 の 支 払 を す る 者 に 対 し 、 当 該 退 職 所

得 申 告 書 に 記 載 す べ き 事 項 を 電 磁 的 方 法 に よ り 提 供 す る こ と が で

き る 。

４ 前 項 の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 に お け る 第 ２ 項 の 規 定 の 適 用 に つ

い て は 、 同 項 中 「 退 職 所 得 申 告 書 が 」 と あ る の は 「 退 職 所 得 申 告

書 に 記 載 す べ き 事 項 を 」 と 、 「 支 払 を す る 者 に 受 理 さ れ た と き 」

と あ る の は 「 支 払 を す る 者 が 提 供 を 受 け た と き 」 と 、 「 受 理 さ れ

た 時 」 と あ る の は 「 提 供 を 受 け た 時 」 と す る 。

第 ９ ０ 条 の ４ 第 １ 号 及 び 第 ２ 号 中 「 同 条 第 ４ 項 」 の 次 に 「 又 は 第



５ 項 」 を 加 え る 。

附 則 第 ２ ０ 条 の 見 出 し 中 「 平 成 ３ ０ 年 度 か ら 令 和 ２ 年 度 ま で 」 を

「 令 和 ３ 年 度 か ら 令 和 ５ 年 度 ま で 」 に 改 め る 。

附 則 第 ２ ２ 条 の 見 出 し 中 「 平 成 ３ ０ 年 度 か ら 令 和 ２ 年 度 ま で 」 を

「令和３年度から令和５年度まで」に改め、同条第１項中「平成３０

年 度 か ら 令 和 ２ 年 度 ま で 」 を 「 令 和 ３ 年 度 か ら 令 和 ５ 年 度 ま で 」 に

改 め 、 「 加 算 し た 額 」 の 次 に 「 （ 令 和 ３ 年 度 分 の 固 定 資 産 税 に あ っ

て は 、 前 年 度 分 の 固 定 資 産 税 の 課 税 標 準 額 ） 」 を 加 え 、 同 条 第 ２ 項

及 び 第 ３ 項 中 「 平 成 ３ ０ 年 度 か ら 令 和 ２ 年 度 ま で の 各 年 度 分 」 を

「 令 和 ４ 年 度 分 及 び 令 和 ５ 年 度 分 」 に 改 め 、 同 条 第 ４ 項 及 び 第 ５ 項

中 「 平 成 ３ ０ 年 度 か ら 令 和 ２ 年 度 ま で 」 を 「 令 和 ３ 年 度 か ら 令 和 ５

年 度 ま で 」 に 改 め る 。

附 則 第 ２ ４ 条 の 見 出 し 中 「 平 成 ３ ０ 年 度 か ら 令 和 ２ 年 度 ま で 」 を

「 令 和 ３ 年 度 か ら 令 和 ５ 年 度 ま で 」 に 改 め 、 同 条 中 「 平 成 ３ ０ 年 度

か ら 令 和 ２ 年 度 ま で 」 を 「 令 和 ３ 年 度 か ら 令 和 ５ 年 度 ま で 」 に 改 め 、

「 定 め る 率 を 乗 じ て 得 た 額 」 の 次 に 「 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 」

を 、 「 負 担 調 整 率 を 乗 じ て 得 た 額 」 の 次 に 「 （ 令 和 ３ 年 度 分 の 固 定

資 産 税 に あ っ て は 、 前 年 度 分 の 固 定 資 産 税 の 課 税 標 準 額 ） 」 を 加 え

る 。

附則第２９条第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令

和 ３ 年 度 か ら 令 和 ５ 年 度 ま で 」 に 改 め 、 同 条 第 ２ 項 中 「 令 和 ３ 年 ３

月 ３ １ 日 」 を 「 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 」 に 改 め る 。

附 則 第 ２ ９ 条 の ２ 中 「 同 条 第 ４ 項 」 の 次 に 「 又 は 第 ５ 項 」 を 加 え 、

「 令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 」 を 「 令 和 ３ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 」 に 改 め る 。

附 則 第 ２ ９ 条 の ２ の ２ 第 ２ 項 中 「 同 条 第 ２ 項 」 の 次 に 「 又 は 第 ３

項 」 を 、 「 同 条 第 ４ 項 」 の 次 に 「 又 は 第 ５ 項 」 を 加 え る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

第 １ 条 こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

（ 市 民 税 に 関 す る 経 過 措 置 ）



第 ２ 条 こ の 条 例 に よ る 改 正 後 の 亀 山 市 税 条 例 （ 以 下 「 新 条 例 」 と

い う 。 ） 第 ２ ７ 条 の ２ 第 ４ 項 の 規 定 は 、 こ の 条 例 の 施 行 の 日 （ 以

下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て 「 施 行 日 」 と い う 。 ） 以 後 に 行 う 同 条

第 ４ 項 に 規 定 す る 電 磁 的 方 法 に よ る 同 項 に 規 定 す る 申 告 書 に 記 載

す べ き 事 項 の 提 供 に つ い て 適 用 し 、 施 行 日 前 に 行 っ た こ の 条 例 に

よ る 改 正 前 の 亀 山 市 税 条 例 （ 次 項 に お い て 「 旧 条 例 」 と い う 。 ）

第 ２ ７ 条 の ２ 第 ４ 項 に 規 定 す る 電 磁 的 方 法 に よ る 同 項 に 規 定 す る

申 告 書 に 記 載 す べ き 事 項 の 提 供 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

２ 新 条 例 第 ２ ７ 条 の ３ 第 ４ 項 の 規 定 は 、 施 行 日 以 後 に 行 う 新 条 例

第 ２ ７ 条 の ２ 第 ４ 項 に 規 定 す る 電 磁 的 方 法 に よ る 新 条 例 第 ２ ７ 条

の ３ 第 ４ 項 に 規 定 す る 申 告 書 に 記 載 す べ き 事 項 の 提 供 に つ い て 適

用 し 、 施 行 日 前 に 行 っ た 旧 条 例 第 ２ ７ 条 の ２ 第 ４ 項 に 規 定 す る 電

磁 的 方 法 に よ る 旧 条 例 第 ２ ７ 条 の ３ 第 ４ 項 に 規 定 す る 申 告 書 に 記

載 す べ き 事 項 の 提 供 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

（ 固 定 資 産 税 に 関 す る 経 過 措 置 ）

第 ３ 条 別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き 、 新 条 例 の 規 定 中 固 定 資 産 税

に 関 す る 部 分 は 、 令 和 ３ 年 度 以 後 の 年 度 分 の 固 定 資 産 税 に つ い て

適 用 し 、 令 和 ２ 年 度 分 ま で の 固 定 資 産 税 に つ い て は 、 な お 従 前 の

例 に よ る 。

（ 軽 自 動 車 税 に 関 す る 経 過 措 置 ）

第 ４ 条 新 条 例 の 規 定 中 軽 自 動 車 税 の 環 境 性 能 割 に 関 す る 部 分 は 、

施 行 日 以 後 に 取 得 さ れ た ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 に 対 し て 課 す べ き 軽

自 動 車 税 の 環 境 性 能 割 に つ い て 適 用 し 、 施 行 日 前 に 取 得 さ れ た ３

輪 以 上 の 軽 自 動 車 に 対 し て 課 す る 軽 自 動 車 税 の 環 境 性 能 割 に つ い

て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。


